
2D03 戦略的標準化人材育成プロバラム 策定の試み 

0 上條由紀子，令 正 勲 ( 慶 腫大デジタルメディアコンテンツ 統合研究機構 ) 

1 . はじめに 術 的に最善な選択 策 であ る必然性はなく、 異なる 
経済のバローバル 化が進み、 技術革新のスピー 効用関数を持っ 複数の利害関係者間での 交渉・妥 
ドが速い今日、 「国際標準化」の 重要性が国内覚で 協の産物として 理解される方がより 妥当であ ると 
指摘されている。 中でも、 情報通信分野を 中心に 、 いえる。 
ひとつの製品を 製造するにあ たって多数の 技術の 2) 企業にとっての 標準化 
組み合わせが 必要になるという、 いわゆる「生産 標準化に取り 組む企業は、 標準化される 技術の 
における結合性」が 増大していることから、 技術 特性、 標準化をめぐる 環境の複雑性、 その標準化 
要素間のインターフェースを 提供する役割を 果た 環境を解釈する 関連利害関係者の 能力や行動を 見 
す 「技術標準」の 重要性は高まる 一方であ る。 政 備えて行動する 必要があ り、 また標準化を 単なる 
策 的にも、 研究開発活動の 成果を迅速に 国際標準 研究開発競争としてではなく、 様々な技術的・ 非技 
に 結びつけることによって 国際競争力を 向上させ 術 的要素が複雑に 相互作用した 結果として捉え、 
ることが喫緊の 課題となっている。 標準化への戦略的な 取り組みが求められる。 
そのような状況の 中、 標準化のダイナミズムを 特に、 情報通信産業のように 技術革新が激しく、 
理解し、 それに対して 戦略的に取り 組めるいわゆ 生産活動にネットワーク 性が強い分野における 標 
る「標準化人材」の 必要性が高まっている。 しか 準化は、 市場の性質や 文脈を変化させ、 競争プロ 
しながら、 現在の日本において 標準化人材の 数は セス に影響を与え、 企業内や企業間での 分業体制 
極端に少なく、 質も必ずしも 高いとは言えないの にも大きな影響を 与えるという 意味で、 企業戦略 
が 現状であ る。 にとって極めて 重要な問題となる。 

本 講演では、 標準化及び標準化とは 何か、 戦略 3) 政府にとっての 標準化 
的 標準化人材育成の 必要性とわが 国の現状、 及び 一方、 標準化は政府にとってもその 重要性が高 
諸外国における 標準化人材育成への 取組について まっている。 技術標準という 財は公共財的な 性質、 
述べ、 慶応義塾大学 DMC ( デジタルメディア・ 即ち消費における「非競合性」と「非排除性」と 
コンテンツ統合研究機構 ) における、 戦略的標準 い う 性質を持ち合わせているため、 市場における 
化人材育成プロバラム 策定の試みについて 述べる。 失敗が発生する 可能性があ る。 標準の設定におい 

ては、 人々の努力や 資源が必要となるが、 一旦 設 
2. 標準及び標準化とは 定 された標準はそれに 貢献した人だけではなく、 
金 [2004]1 に ょ れば、 標準 (Standard) とは「人 貢献しなかったフリーライダーと 呼ばれる人々に 
間や技術の反復される 相互作用における 不確実性 よっても使われてしまう。 このようなフリーライ 
や 取引費用を低減させるための 集合的事前処理と ダ 一の存在は、 市場の失敗を 招き、 それは政府 介 
して、 その採択が自発的なもの」であ り、 標準化 人の正当性を 高める要因となる。 特に、 標準化の 
(Standar 山 zation) とは「その標準を 決めるため 対象となる技術が、 商業化までの 道のりは遠いが、 
0 集合的合意形成プロセス」のことをい う 。 基礎研究的側面が 強く、 かつ公共利益とも 強く関 
1) 社会技術的プロセス (socio. ね chnic 杣 pro ㏄ ss)  達 すると判断された 場合、 標準化活動への 公的資 
としての標準化 金 投入等といった 積極的な意味での 政府の標準化 
一見、 純粋な技術的プロセスに 見える標準化で 活動支援は正当化できるであ ろう。 
あ るが、 それによって 生まれた標準は 必ずしも 技 

3. 標準化人材育成の 必要性とわが 国の現状 

1 金工 勲 、 「技術標準化、 パテントプール、 そして 競 
前述のように、 経済活動における「標準化」の 重 
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材 」は、 企業にとっても、 国家経済にとっても 必 

要であ る。 しかしながら、 現在の日本において 標 
準化人材の数は 極端に少なく、 質も必ずしも 高い 
とは言えない。 このような現状を 改善するため、 近 

年、 日本政府は「標準化人材育成」に 高い政策的便 
先 順位をおき始めた。 
例えば、 平成 1 5 年 6 月の総合科学技術会議意 

見具申「知的財産戦略について」では、 ①国の研 
究開発プロジェクト 等における、 研究開発、 知的 
財産権 取得、 標準化の一体的な 推進、 ②産学官 達 
携 による戦略的な 国際標準化活動の 強化、 ③標準 
化に関連するルールの 明確化、 人材の育成等の 環 
境整備、 を推進していくことが 示されている。 ' 

続く、 平成 1 5 年 7 月の知的財産戦略推進本部 

による「知的財産の 創造、 保護及び活用に 関する 
推進計画」 3 においても、 政府として国際標準化へ 

の支援、 標準化に関する 人材育成の取組みを 奨励 
する方針が示されている。 こうした政策側の 高い 
関心が存在するにもかかわらず、 今日に至るまで、 
戦略的な標準化人材育成のための 具体的な取り 組 
みは行われてこなかった。 

これまで日本における 標準化人材育成への 取り 
組みとしては、 企業の中での 長年の実務を 通じて 
行われるものが 殆どで、 その内容は形式知化され 
ず、 経験に基づく 暗黙 知 として蓄積が 行われてき 

たのみで、 社会における 知識の共有やそれに 基づ 
く学術的な研究が 十分に行われてこなかったので 

あ る。 
こうした標準化に 関する知識の 体系化・理論化 
の不在は、 教育現場においてアドホックベースの 

単発の講義や 実務者による 事例の紹介にその 教育 
内容が限定される 結果を招いたといえる。 
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2 総合科学技術会議・ 知的財産戦略専門調査会 意 

見具申「知的財産戦略について 一 研究開発・知財戦 

略・標準化戦略の 一体的推進及び 大学等の知的財産 
活動の活性化のために 一 」平成 1 5 年 6 月 1 9 日 
htto@7/www8.cao ， go ． *   /cstp/output/iken030619.pdf 

標準化人材育成の 必要性については、 日本に限 
ったことではなく、 近年、 欧米等の他の 諸外国に 

おいても、 同様の問題意識が 持たれ、 標準化人材 
育成への取り 組みが本格化されつつあ る。 
例えば、 米国では、 おⅠ S1 昧国 企画協会 ) という 
米国内における 国家標準の制定と 促進を行ってい 
る団体が、 2000 年に 「 National Standards 
StrateWfortheUnitedStates 」という米国の 国 
家標準化戦略の 記述の中で、 「標準設定の 価値をよ 
り明確に認識するためにも、 公共機関や民間機関 
における主要意思決定者に 対し、 標準の価値に 関 
する教育を行 う 必要性があ る」と指摘している。 
黒川 [2005] 。 によると、 米国では米国商務省及び 
国立標準技術研究所 (National Institute of 
StandardSandTechnol0% 刊 IST) 等が標準化活 
動や人材育成に 取り組んでおり、 国の関与が大き 
い分野であ ることが指摘されている。 また、 カナ 

ダでは、 カナダ規格協会 (Canadian StandardS 
ASs0ciation で SA) 及びカナダ標準局 (Standard 
CouncilofCanada :SCC) が中心となって、 カナ 
ダ 標準戦略の重要戦略の 一環として人材教育を 取 
り上げていることが 指摘してされている。 

また欧州では、 欧州委員会 (The Eur0pean 
Comm № sion) の中の企業総局 (Enterpr 胎 e and 
Industry DG) において、 標準化活動が 重要な政 
策と 捉えられ、 例えば、 欧州の大学とのネットワ 
ークの構築等を 行い、 標準化に関連したコースを 
設けている欧州の 大学のカタロバをウェブサイト 
に掲載して、 標準化人材育成・ 標準化教育の 支援 
等を行っている。 5 さらに、 EURAS(TheEuropean 
Academyfor Standar 山 zati0n) という学会組織が 
ドイツのハンブルバを 本拠として設立され、 標準 

化教育・人材育成に 関する研究等が 盛んに行われ 
ている。 6 

一方、 アジアでは、 韓国が標準化教育に 対して 

積極的であ り、 韓国規格協会 (Korean Standard 
ASSociati0n) の民間標準チームが 標準化教育を 進 
めている。 4 また、 欧州の大学と、 中国、 インド 
ネシア、 スリランカ、 ベトナムにおける 大学とが 

共同して標準化教育カリキュラムを 作成する試み 

  
3 知的財産戦略推進本部「知的財産の 創造、 保護及 4 黒川利明、 「国際標準を 担 う 人材育成について」科 
び活用に関する 推進計画」 ( 知的財産推進計画 ) 平成 学技術動向 2005 年 6 月号 p.10-19 文部科学者科学 

1  5 年 7 月 8  日 技術政策研究所科学技術動向研究センター 
h も セ   7//www.kantei,go,i   た   /singi/titeki2 億 ettel/0307  5htt   v/euroDa. 隻旦 ・ int/comm/en も lerDrise/s も tandards 

08fh セ ml policy/academic@ network/index ・ htm 
6  ht も P Ⅳ WWW.eU で jaS.0 で 弩 
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(AsiaLinlkcPr め ect) 7 も、 現在進行中であ る。 
このように、 欧米等の諸外国においても、 標準 

化人材育成の 必要性が認識され、 多くの取り組み 
がなされていることがわかる。 

5. 慶応 DMC における「戦略的標準化人材育成 
プロバラム」策定の 試み 
慶底 DMC では、 国家的にも喫緊の 課題であ る 
標準化人材育成の 要請に対応すると 同時に、 デジ 

タ ルコンテンツに 関わる国際的人材育成の 一環と 
して、 デジタルメディア・コンテンツ 技術などの 

情報通信技術分野の 標準化や知的財産権 の知識に 
卓越し、 国際的にも通用する 標準化人材の 育成に 
取り組むべく、 2005 年度より「 DMC 戦略的標準 

化人材育成プロジェクト」を 立ち上げ、 戦略的 標 

準 化人材育成プロバラムの 策定に取り組んでいる。 
1) 本 プロジェクトが 目指す標準化人材 像 
本 プロジェクトは 、 次のような標準化人材の 育 

成を目指す。 第一に、 学際的視点、 技術的視点、 

実務的視点、 といった複眼的な 視点を持ちながら、 

明確な分析フレームワークの 下、 多様な文脈に 柔 
軟 に対応でき、 標準設定プロセスにおいて 戦略的 

な 意思決定の出来る 人材であ る。 第二に、 研究開 

発 戦略や標準化戦略、 そして知的財産権 戦略との 

関連性を十分に 認識し、 研究開発の段階から 知財 

問題・標準化問題を 統合的に捉えられる 人材であ 
る 。 第三に、 近年の標準化を 取り巻く環境の 変化 

や 標準化競争のダイナミズムを 理解し、 場合によ 
っては自らゲームのルール 自体を変えられる 人材 

であ る。 第四に、 大学院修士課程・ 博士課程にお 

いて、 技術、 法律、 経済、 経営、 政策等の墓磁的 

な 専門性を身につけた 上で、 標準化に関する 基本 
的な知識や体系を 習得し、 将来的に企業等で 中核 

となって標準化を 推進できる基盤的人材であ る。 

2) 戦略的標準化人材育成プロバラムの 策定 
前述のような 標準化人材を 育成すべく、 本 プロ 
ジェク ト では、 以下の 4 つの原則に基づいて、 戦 

略的 標準化人材育成プロバラムの 策定及び教材 開 
発 等に取り組んでいる。 

①学際的教材開発・コース 設計 
標準化を分析する 上で重要なのは、 何を ( 標準 
化される対象 ) 、 誰によって ( 標準設定主体 ) 、 い 

っ ( 標準設定のタイミング ) 標準化するのかとい 

ぅ ことに加え、 その標準化が 状況付けられた 技術 

7@ http@7/www ． asia ， link ， standardisation ． de/ 

的 、 商業的、 法律的、 規制政策的文脈に 依存する 
ということを 認識することが 重要になる。 本 プロ 

ジェクトが目指す 標準化人材は、 これらの文脈を 

理解し、 標準化関連の 情報・知識を 統合しながら 標 
準化に。 戦略的に ， 取り組める人材であ る。 こ う 

した人材の育成のために、 本 プロジェクトでは、 
工学、 経営学、 経済学、 法学、 情報科学、 公共政 

策、 政治学、 国際関係学な 観点で書かれた 国内外 
の標準化関連の 先行文献を整理・ 統合した学際的 
教材の開発に 取り組むんでいる。 
②モジュール 基盤の教材開発・コース 設計 

本 プロジェクトでは、 実務における 単なる事例 
の 紹介やアドホック ベ一 スの 講義教材等とは 一線 

を画した形で、 学際的観点から 標準化の関連知識 
を理論化・体系化した 上で、 モジュール基盤の 教 

育 カリキュラムの 作成を目指している。 
標準化教育に 対するニーズは、 ロースクール、 
ビジネススクール、 MOT ( 技術経営 ) といった教 

育プロバラムの 其々の教育目標によって 多様であ 

る。 例えば、 ロースクールでは、 「標準化と知的射 

産権 」、 「標準化と独占禁止法」といった 問題に、 
ビジネススクールや MOT では、 「標準化と企業戦 

略」「標準化と 研究開発」、 「企業の国際標準化戦略」 
といった問題に、 比重をおいた 教育カリキュラム 

が 考えられる。 こうした多様なニーズを 反映した 

標準化教育を 実施するためには、 モジュール基盤 

の標準化教材開発・コース 設計が有効であ る。 この 
ようにモジュール 方式の採用によって、 教育カリ 
キュラムの特定のニーズ ( コ アーキテクチャ㍉ 

に 基づく、 柔軟なモジュール 構成・コース 設計が 
可能となる。 即ち、 MOT  ( 技術経営 ) 専門職大 
学院、 知的財産専門職大学院、 ロースクール、 ビ 
ジネススクール、 理工学研究科、 経済学研究科、 

商学研究科、 政策メディア 研究科といった 教育を 
受ける側の多様なニーズに 合わせた柔軟なモジュ 

ールの組み合わせが 可能となるのであ る。 

③緊密な国際連携による 教材開発・コース 設計 
標準化人材育成を 担 う 標準化教育に 国際的な関 
心が集まっている 中、 欧州諸国は以前から 標準化 

教育に積極的に 取り組んできた。 伝統的には、 国 
家標準化機関 (NationalStandardsBodies) の中 
で会員企業に 対する標準設定プロセスや 標準の技 
術仕様に関するトレーニンバとして 行われてきた 

標準化教育は、 国際標準の重要性の 増大や標準化 
研究の活発化等を 受け、 ここにきて大学院レベル 

の高等教育機関において 標準化の科目が 実施され 
るケースが増えてきている。 
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前述した通り、 EU  ( 欧州連合 ) の主導の下、 

AsiaLinkProject という標準化教育プロバラムが 
欧州とアジアの 大学との間で 活動が開始されてい 

るが 7 、 本 プロジェクトは、 この AsiaLi 皿 ProJect 
をはじめ、 標準化教育に 取り組んでいる 海外の研 
究 ・教育機関と 緊密な連携体制を 構築しながら、 標 
準化教育コースの 設計や教材開発を 行 う ことで、 
世界レベルの 標準化教育の 実現を目指している。 
④デジタル技術の 活用による教材開発・コース 設 

計 

標準化教育においては、 デジタルメディア 技術 
の活用によって 教育の効果が 大きく増大する 可能 
性があ る。 本 プロジェクトにおいては、 既存の教 

室での実証講義に 加え、 e. ㎏ arnmng をはじめとす 

るデジタル技術を 活用した混合教育 (Blended 
Learning) を通じ、 教育効果の最大化を 目指す。 
3) 構成モジュール 例 
現在、 戦略的標準化人材育成プロバラムの 構成 
モジュールとして、 例えば以下の 項目を検討して 

いる。 

・ 標準化の墓 礎 

  主体刑標準化 

  標準化の公式性による 分類 

  標準化関連理論 

  標準化事例 

  国際標準化 

  EU における標準化と 標準化政策 

  米国における 標準化と標準化政策 

  日本における 標準化と標準化政策 

  標準化と知的財産 

  標準化組織のパテントポリシー 

  パテントプール・プラット フ オーム 

  標準化と競争政策 

・ 標準化と適合性評価 

  フ オーラム型標準 ィヒ 

  デファクト型標準化 

  標準化と ユーザ一 

6. おわりに 

慶臆 DMC による「戦略的標準化人材育成プロ 
、 ジェクト」では、 大学・大学院レベルの 教育に止 

まらず、 すでに企業に 勤務し、 社内の研究開発部 
門、 知的財産部門、 渉外部門、 法務部門などにお 
いて、 標準化に関する 業務に携わっている 人材、 
または今後携わる 予定の人材が、 日本企業全体の 
「標準設定力」の 底上げに貢献できるようになる 

ための人材育成プロバラムを 策定することも 求め 

られる。 本 プロバラムにより 育成される戦略的標 

準化人材は、 国際標準設定の 場で、 技術的、 商業 
的、 法律的、 政策的観点から 多面的に状況を 把握 
し、 明確な分析フレームワークに 基づき、 戦略的 

な意思決定・ 交渉能力を持って、 国際標準化の 場 
において日本企業の 便益を増大する 上で即戦力と 

して活躍することが 期待される。 この ょう な標準 

化人材の育成は、 政策的優先順位が 極めて高 い の 

にもかかわらず、 長年具体的な 取り組みが行われ 
てこなかったことからも、 慶庵 DMC における 戦 

略的 標準化人材育成プロバラム 策定の試みは 有意 
義といえる。 
また、 本 プロジェクトでは 国際的に通用する 戦 

略的標準化人材の 育成を目指すことから、 常に国 
際的な標準化教育の 進捗を把握し、 国際的視野を 
持ちながらプロバラムの 策定を進めていく。 具体 

的には、 ASiaLinkPr 可 ect 、 をはじめ、 標準化教 

育に取り組んでいる 海外の研究・ 教育機関と緊密 
な連携体制を 構築し、 リアルタイムで 情報交換を 
行いながら、 標準化教育コースの 設計や教材開発 
な 行うことで、 世界レベルの 標準化教育の 実現を 

目指していく。 

さらに、 策定した標準化人材育成プロバラムの 
実証講義の実施にあ たっては、 世界各国の標準化 

教育機関と連携し、 人的交流 ( 海外からの講師 招 
聴等 ) を図りながら、 国際的観点を 取り入れたカ 

リキュラムを 構築する予定であ る。 

以上 
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